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【要旨】 

人的資本経営と情報開示 

 人的資本経営を推進するため、「女性の活躍推進」（78.3%）、「シニアの活躍推進」（55.7%）等、ダイバーシティ&

インクルージョンに関する取り組みを進める企業が多い。その他、半数以上の企業が「従業員エンゲージメントの

向上」や「人事情報基盤の整備・人事業務のデジタル化」、「企業理念等の定義・明確化」について取り組んでい

る。 

 

 人的資本の開示に対する直近 1 年以内のスタンスは、未定の企業が半数以上を占め、「法令・告知等で義務化さ

れた開示項目のみ開示する」と回答した企業が 24.1%で、開示内容は限定的である。開示予定項目としては、育

児休業や従業員の採用・維持、ダイバーシティに関する項目が 20%超で多い。 

 

 人的資本の情報開示を進める理由・期待する効果としては、「人材獲得競争力の向上」（45.8%）が最多で、金融

市場だけでなく、労働市場（求職者や従業員）へのポジティブな効果を期待していることがうかがえる。一方で、情

報開示を進める上での課題について「具体的に開示する情報の特定および指標化」を挙げた企業が 37.5%と最

も高くなった。 

 

 

ワークプレイス 

 今後のテレワークに対する実施スタンスは、「テレワークと出社のハイブリッド型」とする企業の割合が 37.6%となっ

た一方、「原則出社」としている企業は 28.1%だった。 

 

 会社命令による転居を伴う異動に対するスタンスは、「積極的に実施していく」とした企業の割合が 33.2%で、「消

極的に実施していく」とした企業（19.0%）を上回っている。なお、7.1%の企業が「転居を伴う異動数を従前比 25%

減」と回答し、異動に対するスタンスを変化させている企業が一定数存在している。 

 

 勤務地限定正社員制度を「導入済み」の企業が 38.7%あり、「検討中」の企業も含めると半数近い 44.2%に上る。

勤務地限定正社員の平均年収は限定のない正社員と比較し「90%以上 95%未満」と回答する企業が 30.4%で最

も高い。  
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1. はじめに 

2023 年 3 月決算から有価証券報告書への人的資本・多様性に関する情報の記載が義務化される等、投資家や

求職者、従業員といったさまざまな関係者に対し、自社の人的資本およびその投資対効果を説明する重要性が増し

ている。    

また、アフターコロナを見据え、テレワークや転勤に対する企業人事のスタンスも注視したい点である。 

当社では、三菱 UFJ 信託銀行（以下、「MUTB」という）と協働し、各社の人事部門で近年課題となっている「人

的資本経営を推進するための取り組みや情報開示」および「ワークプレイス」に関する動向についてアンケート調査

を実施した。 

 

項目 内容 

調査内容 

（概要） 

・人的資本経営の推進と情報開示への対応状況 

・テレワークの動向、転勤の有無や勤務地限定正社員制度の実施状況 

実施時期 2022 年 10 月 31 日～12 月 9 日 

回答企業 MUTB 企業年金取引先 253 社 

実施方法 Web アンケートへの回答 

回答企業属性 ・製造業 96 社（37.9%）、非製造業 157 社（62.1%） 

・従業員数 3,001 人以上 47 社（18.6%）、1,001 人以上 3,000 人以下 70 社

（27.7%）、1,000 人以下 136 社（53.8%） 
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2. 主な調査結果 

(1) 人的資本経営の推進および情報開示の対応 

① 人的資本経営推進のための取り組み 

人的資本経営推進に資する取り組みを尋ねたところ、女性の活躍推進が 78.3%と最も多く、次いでシニアの活

躍推進が 55.7%となり、ダイバーシティ&インクルージョンに関する取り組みは比較的進んでいるといえる。また、半

数の企業が従業員エンゲージメント向上に関するテーマや人事情報基盤の整備・人事業務のデジタル化、企業理

念等の定義・明確化を挙げた。 

一方、「経営戦略と人事戦略の連動」に関するテーマに取り組んでいると回答した企業の割合は低かった。【図

表 1】 

 

 

【図表 1】人的資本経営推進のための取り組み 

 

 

（出所）当社および MUTB 作成 
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② 人的資本の情報開示に対する直近 1 年以内のスタンス 

人的資本の情報開示に対する社会的な注目が高まっている。しかし、人的資本の情報開示に対する直近 1 年

以内のスタンスについては「スタンスを決めていない」と回答した企業の割合が 33.2%、「分からない」が 19.4%で、

情報収集や対応方針を検討する段階、もしくはそれ以前にとどまっている企業が多い。一方「金融商品取引法・女

性活躍推進法をはじめとした法令・告知等で義務化された開示項目のみ開示する」と回答する企業の割合が高い

（24.1%）。法律で義務化された以上に積極的に情報開示を行うと回答した会社も一定数ある。【図表 2】 

 

 

【図表 2】人的資本の情報開示に対する直近 1 年以内のスタンス 

（出所）当社および MUTB 作成 
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③ 「人的資本可視化方針」非財務情報 19 項目についての開示予定 

政府が「人的資本可視化方針」にて示した、開示が望ましいとされる非財務情報 19 項目それぞれに対する開

示予定については、「現時点では分からない」という回答の割合が 60.5%を占め、対応を検討している段階の企

業が多くなった。開示予定であると回答があった項目の中では、回答割合が高い順に「育児休業」に関する情報

（30.8%）、「従業員の採用」に関する情報（24.9%）、「従業員の維持」に関する情報（21.3%）、「ダイバーシティ」

（20.2%）と続いた。【図表 3】 

 

 

【図表 3】「人的資本可視化方針」非財務情報 19 項目についての開示予定 

 
 

（出所）当社および MUTB 作成 
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④ 人的資本の情報開示を進める理由・期待する効果 

人的資本に関する情報開示を進める理由や期待する効果について尋ねたところ、「人材獲得競争力の向上」

と回答する企業の割合が 45.8%と最も高く、次いで「政府の指針」（35.6%）、「従業員エンゲージメントの向上」

（33.6%）が続いた。金融市場だけでなく、労働市場（求職者や従業員）へのポジティブな効果を期待して人的資

本の情報開示に取り組んでいることがうかがえる。【図表 4】 

 

 

【図表 4】人的資本の情報開示を進める理由・期待する効果 

 

（出所）当社および MUTB 作成 
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⑤ 人的資本の情報開示を進めるうえでの課題 

人的資本の情報開示を進める上での課題については、「具体的に開示する情報の特定および指標化」を挙

げる企業の割合が 37.5%と最も高く、次いで「社内の人的リソースや専門的知見の不足」（30.0%）、「人的資本

の情報を取得・蓄積するためのシステム整備」（29.2%）が続く。【図表 5】 

 

 

【図表 5】人的資本の情報開示を進めるうえでの課題 

 

（出所）当社および MUTB 作成 
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(2) ワークプレイスに関する動向  

① テレワークに対する実施スタンス 

今後のテレワークに対する実施スタンスについて、テレワークと出社の割合と併せて尋ねると、「テレワークと出社

のハイブリッド型」にあたる企業の割合は合計 37.6%だが、テレワークと出社の比率において、テレワークの割合が

高い企業は少数派となった。一方、「原則出社」としている企業の割合は 28.1%だった。【図表 6】 

 

 

【図表 6】テレワークに対する実施スタンス 

 

（出所）当社および MUTB 作成 
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② 転居を伴う異動の実施スタンス 

会社命令による転居を伴う異動の実施に対するスタンスを尋ねると、「現時点では決めていない」の割合が

47.8%と最も高く、「転居を伴う異動に積極的」な企業の割合は 33.2%で、「転居を伴う異動に消極的」な企業

（19.0%）を上回った。また、「これまで転居を伴う異動を実施していたが、今後は抑制していく（転居を伴う異動数を

従前比 25%減）」と回答した企業が 7.1%あり、実施スタンスを見直している企業が一定数存在しているとわかる。

【図表 7】 

 

【図表 7】転居を伴う異動の実施スタンス 

 
（出所）当社および MUTB 作成 
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③ 勤務地限定正社員制度の実施有無および今後の導入検討 

勤務地限定正社員制度を「導入済」の企業は、全体の 38.7%と最も高く、半数近い 44.2%が「導入済または検

討中」の状況である。一方、勤務地限定正社員制度を「廃止済」および「導入予定なし」の企業も 28.4%と、一定割

合存在する。【図表 8】 

 

 

【図表 8】勤務地限定正社員制度の実施有無および今後の導入検討 

 
（出所）当社および MUTB 作成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

ご利用に際してのご留意事項を最後に記載していますので、ご参照ください。 

（お問い合わせ）コーポレート・コミュニケーション室   E-mail：info@murc.jp 
11 / 11 

 

④ 勤務地限定正社員の平均年収 

勤務地限定正社員の平均年収は、限定のない正社員の「90%以上 95%未満」と回答する企業が 30.4%で最も

高く、「85%以上 90%未満（19.6%）」、「80%以上 85%未満（15.2%）」が続く。【図表 9】 

 

 

【図表 9】勤務地限定正社員の平均年収 

 

（出所）当社および MUTB 作成 

 

 

 

 

 

 

 

－ ご利用に際して －  

 本資料は、信頼できると思われる各種データに基づいて作成されていますが、当社はその正確性、完全性を保証するものではあ

りません。 

 また、本資料は、執筆者の見解に基づき作成されたものであり、当社の統一的な見解を示すものではありません。 

 本資料に基づくお客様の決定、行為、及びその結果について、当社は一切の責任を負いません。ご利用にあたっては、お客様ご

自身でご判断くださいますようお願い申し上げます。 

 本資料は、著作物であり、著作権法に基づき保護されています。著作権法の定めに従い、引用する際は、必ず出所：三菱ＵＦＪリ

サーチ＆コンサルティングと明記してください。 

 本資料の全文または一部を転載・複製する際は著作権者の許諾が必要ですので、当社までご連絡ください。 


